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研究成果の概要（和文）：本研究では、東日本大震災及び原発事故における「専門家・科学者と市民の信頼感の崩壊」
という問題意識を元に、サイエンスメディアセンターでの研究成果を踏まえ、震災以降のクライシス時にどのような科
学情報の提供が行われたかを明らかにした。
また原発事故後一ヶ月程度の緊急時を経過したのち、被災地への帰還やエネルギー選択の決定のために、どのような科
学情報提供のためのチャンネルが活用されているかを調査した。緊急時はtwitterのようなITを使ったソーシャルメデ
ィアが情報の拡散に大きな役割を果たした。一方、多様な情報提供のチャンネルが求められていることが明らかになっ
てきた。

研究成果の概要（英文）：This research clarified how scientific information was provided during the crisis 
situation after the Great East Japan Earth quakewith analysis of the information from Science Media 
Center Japan. The study was based on the awarenesss of the problem of the collapse of the confidence 
between scientists and the citizens.In addition, we investigated what kind of channels and scientific 
reporting were utilized for decision of the return to the stricken area and the energy choice after the 
crisis situation was restored.
Social Media such as twitter played a big role in diffusion of the information in emergency. On the 
other, it was revealed that people require the channels of a variety of reporting.

研究分野：科学コミュニケーション
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災に端を発する福島第一原子
力発電所事故では 1〜3号機が電源喪失し、3
月 12 日の 1 号機の水素爆発以来、原子炉の
損傷による放射性物質の広範な放出が続い
た。（研究終了時点の今なお原子炉の封じ込
めは完遂しておらず、漏出は完全には停止し
ていない） 
 日本では、国策として原子力利用が推進さ
れてきており、国や事業主からは、安心・安
全が喧伝されてきた。（「事故が起きる確率は
10万年に一度」：原子力安全基盤機構の 2004
年の報告）。 
 しかし、実際に甚大な事故が起きた今回、
事前から運用されていた SPEEDI(緊急時迅
速放射能影響予測ネットワークシステム) の
結果は生かされず、オフサイトセンターに配
置されていた原子力防災専門官も機能せず、
事故後の対応について適切に国民とコミュ
ニケーションできなかった政府や発電事業
者への信頼は傷つけられた。 
 一方で、震災は、ソーシャルメディアの利
用者が拡大する中で起き、災害時に情報発信
するためのツールとしての存在を示した。科
学者の中には、twitterなどのメディアを利用
して、個人的に情報発信する人もおり、
twitterが情報を拡散し、それをマスメディア
が取り上げるなど、人々の情報探索行動は、
これまでの災害発生時とは違うものであっ
た。 
 メディア環境が急速に大きく変化しつつ
ある中で、行政や科学者と市民の科学コミュ
ニケーションのあり方に変化が起きたこと
を強く意識させられる震災であった。 
 
２．研究の目的 
 福島第一原子力発電所の事故により起き
た放射生物質の環境汚染により、東北・関東
の広域に住む人々は、放射性被ばくの不安に
苛まれている。今回の事故は世界的に、歴史
的に見ても、苛烈な環境汚染事故であり、情
報提供すべき行政やマスメディア、加えて科
学者のクライシス・コミュニケーション（緊
急時から平時までのリスクコミュニケーシ
ョン）のあり方について現在進行形で課題を
浮き彫りにしている。これらを検証し、主に
発信者側のリテラシー向上、リスクコミュニ
ケーションのプロセスの改善に資する知見
を得、科学コミュニケーションの充実に貢献
することが本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
(1) 福島第一原子力発電所事故に際して発
信された情報について、国、専門家・科学者
がどのような情報をどのようなメディアか
ら発信したか、情報伝達の様式、プロセスの
検証を行った。事故後に行われた科学コミュ
ニケーションの中でも、政府が 1年かけて実
施した「国民的議論」について重点的に検討
した。事故後、科学者が行った情報発信につ

いては、顕著な活躍を行った早野龍五（東京
大学教授）に詳細なインタビューを行った。 
(2)企業や研究機関において、放射性物質や
原子力発電についてのリスクコミュニケー
ションを担当している人を集め、どのような
困難を抱え、どのような対処策があるかをパ
ターン・ランゲージを用いて抽出するワーク
ショップを行った。 
(3) 福島原子力発電所事故直後から約一ヶ
月に行われたWeb上の情報発信について情報
収集と分析を試みた。特に事故後１週間に 30
万 PV を得たサイエンス・メディア・センタ
ーの情報発信について、既存メディアの情報
発信との違いを明らかにした。 
(4)科学情報の提供について主に欧州の学会
で情報収集を行い、緊急時を過ぎたのち、被
災者の情報探索行動に合わせたどのような
情報提供、ソーシャルメディアが有りうるか、
検討を行い、被災地、原発立地地域で求めら
れる情報、情報提供のあり方の検討を行った。 
 
４．研究成果 
(1)東日本大震災から続く福島第一原子力発
電所事故については、未曾有の大災害であり、
事故後、すべてのメディアが、番組編成を変
更し、災害報道に切り替えた。超法規的措置
として、NHK テレビをインターネットのスト
リーミング放送を行うなど、まさにすべての
メディアがこの危機を乗り越えるための情
報提供のチャンネルとなった。 
 折しも国内で SNS の利用率は 2010 年末の
38.8%から 2011 年末 45.1%とインターネット
利用人口の半分に迫ろうとしており、ブログ
やポータルサイトなどで発信される災害情
報が、twitter などのソーシャルネットワー
クを通じて拡散された。人々は SNS を通じて
活発な情報収集活動を行った。 
 震災発生後１週間強が経過した 2011 年 3
月 19 日から 20 日にかけて実施された「東北
地方太平洋沖地震に伴うメディア接触動向
に関する調査」（野村総研）では、テレビの
次にポータルサイトが新聞より上位になり、
また、ラジオより SNS が上位に来ている。（図
１） 

 

図１：野村総研のアンケート（N3224）地震
について重視したメディアはなんですか 
 
 一方原子力発電所事故については、炉心溶



融を起こすような事故は世界的にも稀であ
り、日本では経験がなく、政府、当事者企業、
科学技術の専門家は、事態がどう進行してい
るのか見積もることはできてもはっきりし
たことを言えず、マスメディアからの情報提
供は遅れた。 
これに対して、SNS を使い、自ら科学者とし
ての知見を発信する者も現れた。事故前早野
龍五氏の twitter による投稿の読者は 2000
人あまりであったが、地震発生から数日後に
は15万人を超えていた。早野氏は震災以降、
いち早く放射線情報をグラフ化し Web で公
開・ツイッターで情報発信し続けた。また、
内閣府，文科省とコンタクトをとり、情報発
信を続け、被災地での給食について放射性部
物質の全量検査を実施させた。南相馬、相馬
市では、市民病院、市が実施する環境放射線
量調査、内部被ばく調査を支援。このような
活動が多くの人に指示され、東京大学に創設
された「早野龍五基金」には、一口 1000 円
で 1000 万円以上の募金が集まった。 
  震災後、政府から国民に対して、災害情
報を発信するチャンネンルは下記のように
多様であった。 
・首相官邸災害対策ページ 
・壁新聞「政府からのお知らせ」 
・政府インターネットテレビ 
・官邸ツイッター 
・ラジオ「政策情報官邸発」 
 
(2)リスクコミュニケーションのジレンマ状
況 パターン・ランゲージ集の作成 
 震災後、日本中でリスクコミュニケーショ
ンの要請が高まり、中学高校の理科教員や大
学教員、科学コミュニケーターが手探りでリ
スクコミュニケーションを続けていた。最前
線でリスクを伝えるこれらの人々に対して、
科学的に不確実性のある情報を適切に発信
するために、どのような点に留意してコミュ
ニケーションすれば良いか、リスクコミュニ
ケーションの当事者が直面しうるジレンマ
状況のパターンを提示し、実際にそのような
状況に立ち会った時にどうコミュニケーシ
ョンを展開することができるか考える基点
になる「パターン集」を作成した。（“SMC 夏
期集中枠ショップ 2012「では、どう伝えれば
よかったのか」リスクコミュニケーションの
肝を考える”を実施） 
 「コツ」などの暗黙知を表現・共有・活用
する方法として、特定の状況で繰り返し現れ
る問題とその解決方法などを集約する方法
として慶応大学井庭崇氏が考案したパター
ン・ランゲージを、リスクコミュニケーショ
ンに悩む科学コミュニケーター達に３日間
かけて作ってもらった。成果物であるパター
ン集は「リスクコミュニケーション ジレン
マ状況問題＋対処法」 
http://www.rs.tus.ac.jp/env-health/risc
om/top.html 
に公開されている。 

実際にはコツを明快な文章に遂行していく
ために、３日間では時間が十分ではなく、参
加者の継続した協力を必要とした。リスクコ
ミュニケーションの状況設定は難しく、集約
していくことに時間を費やしたが、多様な参
加者での議論の充実事態が、参加者がジレン
マ状況に対する足がかりとなった。ワークシ
ョップの作業は論理的な文章力が必要とさ
れるため、ライティングを学ぶことを目的す
るとするワークショップのような構成とす
ると成果物への到達がスムーズであると考
えられる。（ワークショップについては、第
36 回日本科学教育学会で報告 2012.8.29） 
 
(3)サイエンス・メディア・センター（SMC）
の情報発信 
 2010年にRISRTEXの研究プロジェクトとし
て早稲田大学に設立されたサイエンス・メデ
ィア・センターは、人々の関心がある科学的
な話題について専門家からのコメントを集
め提供することをミッションとしていた。 
日本 SMCはイギリスやオーストラリアやニュ
ージーランドに既存のSMCの協力をえて設立
され、RISTEX から運営のための資金提供を受
けていたが、情報発信について、独立した権
限を与えられていた。 
 地震直後から SMC スタッフは、原発や放射
性物質についての専門家がツイッターに発
信する情報をチェックし、それらの集めた情
報を、Q&A スタイルにまとめ、SMC のツイッ
ターをフォローする読者に対して、情報発信
した。 
これにより、SMC の Web サイトを訪れる人の
数は急上昇し、その数は、3 月 11 日から 31
日までの間に 1362140 人にも登った。その多
くが SMC の Web サイトに掲載した Q＆A のペ
ージを見ていた。（図２） 

 

図２：3月 11日−31 日までの閲覧者の訪れた
ページの割合 
 特に閲覧が多かった Q&A ページについて、
本研究において分析を行った。（KMIS2014 で
発表し、学会の論文集に収録されている） 
 その後、さらに同時期に掲載された日経新
聞の記事と比較して質的な検討を加え、人々
が何について知ればいいのかわからない時
に、Q＆A形式で提供する情報の中身を簡潔に
示した上で情報提供したスタイルが読者の
情報探索行動に役立ったのではないかとい



う仮説を得ている。 
(4)震災が発生した 2011 年、翌 2012 年まで
はソーシャルメディアに従来のメディアや
ソーシャルメディアに着目していた。震災後
に浮かび上がった日本のメディアの課題、ソ
ーシャルメディアを使った科学者の情報発
信の事例、欧州発の科学情報提供の仕組みで
あるサイエンス・メディア・センターの緊急
時における活躍の事例は米国や欧州の学会
で多くの関心を集めた（AAAS2012）。しかし
ながら、欧州での近年のパブリックコミュニ
ケーションのあり方として、特に意思決定や
コンセンサス作りのために北欧で設置され
ているフューチャーセンターなどの事例を
調査し、日本でも取り組みが広がりつつある
ことを知り、人々が意思決定のために情報を
活用するためには、他の人はどのように考え
ているのかを確認しながら情報探索を積み
重ねていくことが必要なのではないかと考
えるようになった。研究期間の末期において
は、放射能汚染による仮設住宅避難から元の
居住地に帰還を控える被災者の方々、原発を
再稼働した薩摩川内市のフューチャーセン
ターへの調査をおこなった。意思決定や行動
変容につながる情報提供には対話の場が必
要であるとのコンセプトで運営されている
のが薩摩川内市のフューチャーセンターで
あった。飯館村の仮設住宅にお住いの方々か
らは、原発事故直後複数の科学者が村を訪れ
それぞれに全く違う見解を示したことが、そ
の後の専門家による情報提供に対する信頼
を喪失させたこと、災害直後、行政機関も被
災し広報機能が麻痺、停電もあり情報伝達は
戸別の訪問しかなく、避難の遅れにつながっ
たことなどをうかがった。災害時におけるソ
ーシャルメディアが果たした重要な機能も、
情報「発信」や「提供」にあったのではなく、
他の人が何を知りたいと考えているのか、何
が重要な情報だと考えているのかを知るこ
とができる情報「共有」にあったのではない
かと考えられる。 
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